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港湾の外部経済効果に関する定量分析

一一巨視的モデルによる一一

この論文は，名古屋港管理組合「名古屋港と地域経済」昭和48年3月に公表されたものに，

加筆したものである。研究は，日本港湾学会中部部会に対する研究助成金によって行なわれ

たもので・あり，デ－j<:Jl.b終に当って，第5港湾建設局企画課，とりわけ大音宗昭氏（現石川
県土木部港湾課長）から得た援助に，負うところが多い。
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1. 分析の目的と方法

1-1 分析の目的

港湾機能の地域経済に対する経済効果のーっとして，当該港湾関連産業の，

地域経済に対する所得形成効果が挙げられる。名古屋港を対象とした，港湾関

連産業の所得形成効果に関する分析は，かつて岡崎不二男 ・木村吉男によって

行なわれており （昭和46年度，名古屋港管理組合委託調査〉，結果 は 「名古屋

港と地域経済（中間報告〉」（昭和47年 3月〉に公表されている。港湾関連産業

の活動は多岐にわたり，それぞれが不可欠の存在意義を持っているが，地域経

済全体に対する所得形成のウエイトは，それほど大きなものではない。

これに対して，港湾の外部経済効果は，“はかり知れな＼，，＇’程大きいものと

考えられる。この場合“はかり知れなし、円とは，二つのことを合意している。

一つは，極めて大きいということ，他の一つは文字通り計測不能ということで
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ある。この研究は，その“はかり知れない日効果を定量的に把握するための一

つの方法を確立することである。

あらためてA・マーシャルを引用するまでもなく ，外部経済は，個別企業外

に存在する因子，具体的には各種形態の社会資本が3 企業における内部経済効

果をひき起こす事実を指している。たとえば幹線道路はz ターミナルおよびイ

ンターチ ェンジにおける事業所 ・人口等の集積を通じて，原材料輸送費の削

減，企業内設備の保安費用節約，労働力調達の容易化，情報入手の迅速化など

を経て，企業内部に，長期的費用節約効果をもたらすことが屡々見られる。港

湾にIYJJしても，その背後地における集積を通じて，このような効果の存在する

ことが信じられてきた。即ち，港湾の存在は，その背後地への原料輸送費，製

品輸送費の削減を可能とすることによって，港湾背後地への立地に関する比較

優位を高め，事業所，人口，教育機関をはじめとする各種文化施設等の集積を

もたらす。重要基礎原料の大部分を輸入によってまかなうわが国の経済におい

ては，港湾背後地における臨海性立地が，いわゆる太平洋ベル ト地帯への顕著

な集積現象をひき起こしている事実に徴しでも，港湾の外部経済効果が極めて

大きいことが類推される。

外部経済効果は，企業内部における長期的な費用逓減ないし収益逓増を最終

的にはもたらす。 したがって，外部経済効果を，このような内部に対する節約

の効果として把怪し計測することが，一つの方法として可能である。しかしこ

のような方法を適用する場合，背後地における個別企業の生産費に関する 3 極

めて詳細なデータを必要とし，既存の統計では間に合わない。外部経済効果の

いま一つの捉え方は，その現象面に注目して，立地論的視点に拠る方法であ

る。即ち，特定社会資本の存在が， 関連地域の立地に関する比較優位を通じ

て，特定の産業構造，雇傭構造ならびに産出構造を決定する事実に注目して，

当該社会資本の存在するときと存在しないときとの比較優位変動が，どのよう

な産業構造 ・雇傭構造ないし所得形成の変動を導くかを，定量的に把握するこ

とを試みる方法である。

この分析では，分析のためのモテ．ルを提示すると同時に，名古屋港を例とす
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る計調lj結果を示す。

1-2 外部経済効果計測のためのモデ、ル

まず問題をナイ ーヴな形に定式化してみよう。

前自illで既に指摘しておいたように，ここで計測を試みようとする外部経済効

果は3 受益（マイナス利益もあり得る〉企業の節約効果をミクロ的に捉えられ

るのではなくて，背後地の産出ないし所得形成について，立地論的視点から，

マクロ的に捉えられる。このような意味でのマクロ的接近による外部経済効果

の計測モデルの説明に先立って，港湾の存在と，効果計m11の指標としてここで

使用される地域の部門別産出額ベクトルとの関係について，どのような因果仮

説を想定するかを説明しておこう。

第 1図は，因果仮説を図式化したものである。港湾の存在は，その背後地域

への原材料搬入のための輸送費，そこからの製品搬出のための輸送費を左右す

るであろう。輸送費は，当該背後地に対する輸送費を通じて，背後地への立地
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に関する比較優位に影響をもたらすはずで、ある。当該地域の立地に関する比較

優位は，他地域の経済活動水準と相まって，当該地域の自給度，他地域依存度

（これらは後に，地域間交易係数によって表わされる〉と同時に，当該地域の

産出額ベクトル， したがってまた地域の所得を決定する。産業集積は，通常人

口集積を伴い，人口と所得とが地域消費を決定し，消費は産出ベクトルに波及

効果を及ぼすであろう。

港湾と，地域部門別産出ならびに地域間交易係数との問に，第l図に示すよ

うな因果連鎖が成立するとするならば，立地に関する比較優位と外部経済効果

を整合的に結び付けるモデんを作成すればよいこととなる。以下に示すモデル

は，地域間交易係数 tTSi の決定要因に港湾の存在が関連をもつことを示す部

分と， ［TSiが与えられた場合，地域間 ・産業聞の波及を通じて，当該地域の産

出がどのようにして決定されるかを説明する部分とから成る。

このような因果仮説を含むモデルに拠って，港湾の背後地に対する外部経済

効果を巨視的に捉える具体的な手続きとして，さらに次のような工夫が導入さ

れる。第2図に示すように， 地域1（たとえば愛知 ・岐阜 ・三重の東海三県〉

にA港（名古屋港）があり，地域R （たとえば首都圏）にB港（横浜港）があ

るとしよう。海外からの輸入原料は，ルー ト1およびルー ト2を経て，それぞ

れA港およびB港に到着し，背後地の東海三県あるいは首都圏に搬入される。

同種原料の輸出港からA港までの海上運賃と，輸出港からB港までの海上運賃

とは相等しいとし、う仮定一一一この仮定は多くの場合現実的であるーーをおくな

らばこの原材料使用者が3 地域1の重心（名古屋市〉に立地した場合の輸送費

と，首都圏の重心 （川崎市〉に立地した場合の輸送費の差は，港から各重心へ

の輸送費との差で表わされる。輸送費のみが立地因子として決定的だと仮定す

る場合には，港湾から各重心への搬入費用の小さい方が，比較優位を持つと云

える。

ところがここで，「A港が存在しない」と仮定した場合3 地域1の重心に立

地する当該原料使用者は，もはやルート 1を使用できない。B港が地域lの重

心にとって直近の港湾だとすれば，地域1に立地する生産者は，ルート 2を経
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地域K

第 2 図

て輸入された原料を，陸上輸送ルート（ルート 3）を迂回して輸送しなければ

ならない。 この場合の陸上運賃をwlk とするならば， 4~！i論 wll<wi化であるか

ら， この原料を使用する地域における生産者は極めて不利になる。同様のこと

は，これまでA港を経由して製品を出荷してきた生産者にとってもあてはまる。

陸上運賃が wllから wk！ に増大したことが， 地域間交易係数 tγ%にどの

ような影響を与えるかは，経験的方法によっても検証されなければならない

が，とりあえず極めて単純な先験的命題 trsi＝砂川（ωγ＇i）によって説明され

るものとしよう。l地域にA港が存在するときの，地域1に立地する生産者に

課せられる陸上運賃を ~γ＇i, A港がないと仮定した場合， ルー ト3を経由す

ることによって課せられる運賃を m円とすれば，それぞれに対応する地域間

交易係数は， f;r＼ および trsiとなる。両者の差が， A港の存在する場合と存

在しない場合の3 地域lの立地に関する比較優位の変化と考えられる。地域間

交易係数と地域の部門別産出額とを結びつけるモデルが予め与えられているな

らば，他の条件は相等しいとして，相異なる地域間交易係数のもとで決定され

る，二組の産出額の組み合わせを比較することによって， A港の存在が，地域
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1に与える外部経済効果を知ることができる。地域間交易係数と産出額とを結

われわれの分析目的に最も適合するものとしては，地域びつける体系として，

モーゼスのモデルが挙げられる（I）。間産業連関表に関する，

L. Moses ( 3) (1) 主

地域間産業連関表とモーゼスのモデル2. 

地域間産業連関表2-1 

ある地域一ーたとえば東海地方一一の産出額ベクトルを，産業部門聞の相互

依存関係ならびに他地域との相互依存関係に対する同時的配慮のもとに決定す

る体系としては，後に掲げるそーゼスのモデルが最も好ましl，、。体系を掲げる

前に，地域間産業連関表の形式を概説しておこう（I）。

内生部門の数m個の地域間産業連関表は，第1表に示されて地域の数2個，

いる。記号の定義は次の通りである。

m) x～γ地域z産業の産出額 （r=l,2: i=l, 
m〕r地域i産業生産物の，s地域j産業への投入 （j=l,xγs 

i] 

7・地域z産業生産物の， 5地域家計への投入N‘γs 
..c.. to 

7・地域i産業生産物の，家計以外の外生部門への投入xr• l• 

ァ地域付加価値部門から， s地域J産業への投入
2 

vi' = L.vT' 
’ r • 1 ・ 

2 
＜・－ ,._' TS Xoj一，今，xof

2 2 

Xio = Lxi~ ＝ －~.xi: 
e・ r・1・ '"l 

2 2 

v; = L..vr・ ＝乙vl'
‘ r• l • r • 1 

2 

xii = L. xif 
7・1
2 

x1j = L. xif 
r=l 
2 

γ・－‘~ rs Xo .-・L-xo・
5 1 
2 2 

x;f =L  xij= l二五｛
r=l r= 1 ’ 

2 2 

x;. = L.::: xI:= Lx・：
7・• l . 守 T"l 

2 三

x; = L..x'iJ +xi~ + xr. ＝・；xn+viγ 
J ';.l J ・
2 2 

Xi = .LXii + Xio ＋勾；＝；~勾 i 十 Vi
• ;・1・ J"l 

vrs 
J 
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この表では，輸出入が無視されているけれども，実際の操作にあたっては，無

論考慮に入れられる。

周知のように地域間産業連関表は，ある地域経済内部の産業間投入産出構造

と同時に，各地域の各産業間投入産出構造を，レオンテ ィエフ表の表象形式に

従って示している。その意味で，地域に分割された迂回生産構造を，定量的に

記述する表ということができる。地域間産業間迂回生産の構造が表のように与

えられた場合，各地域に発生した最終需要ベクトルによる衝撃が引き起こす3

産出への波及効果を，最も精密に計上できる体系が，次式に示すモーゼスのモ

デ、ルである（2）。
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ここに発生ベース最終需要ベク トルの要素は，

(3) f～＝x'io+X'i*, ・i=l, ... m ; r=l, 2 

で，地域間交易係数は，
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m 勿Z

(4) 
LJ x~•＋ xrs+xrs LJxg + f ~s 
j~l ij io i* j~ l 

trsi＝一一一一一一一一一一一一一一ー一＝
m ”z 
Lix ij+x ず ＋x；~， Lix ij + f ~ 
j=l .i=l 

地域投入係数 a；；は

(5) aiFバIX'j, ij=l, m ；γ＝l,2 
産出ベクトルXは

(6) X= {Xi ..... Xm1: x~ ... ・X2m} 

とそれぞれ定義されている。

2-2 地域間交易係数に関する仮説

地域間交易係数の説明仮説には，かなり多様な例が見られる（3）。定量的分析

に耐えることができ，さらにデータの利用可能性をも満足し， しかもこの分析

目的にとって有効なものに，次の二つがある。

1) アイサード型（4)

(7) Trs= P' Ck・P'/P)

ここUこ

yrs r～s間 トリップ

pr r地域人口

p s地域人口

P 全人口

k t／ρ 

である。このモデノレは，最も典型的な重力モテ、ルである。比例係数の役割を果

たすhは，実際には輸送ノ ー ドの発生に対する 3 距離に基づく抵抗 nrsと，

γ地域人口， s地域人口とを使用して，次の形ておきかえられる。

pγps 
(7') yrs= G一一一一，G=k/PCDγ＇） (3 

このモテ‘ノレは3 距雌要因と人口のみによって，モーゼスの交易係数に該当す

る， f～s間輸送量を説明するものである。したがって，輸送費のよ うな経済産

数が明示的に使用されないこと，産出量のような経済的帰結ι少くとも同時
的に決定されるはずの人口が2 先決要因として使用されているため，経済的因
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果がーそう不明確となっていること，などの欠点があげられる。

2) レオンティエフ＝シュ トラウト型（5)

(8) T i'8= (X＇・iX"8i/Xi)Qγ4

(9) Qrsi=(C7i十月）lJTSi/dγ%

ここ Vこ

d"i f～5聞の距離の逆数

a'¥ 交易可能性

c；γ地域i財供給ポテンシャル
k8i 5地域i財需要ポテンシャル

(9）に含まれる l/drs；は2 アイサード＝モデ‘ルのhと同様，距離に基づく輸送

発生への抵抗，動き難さを示している。

運輸省「運t愉部門を中心とした地域間LO.表の作成と解析」に使用されたモ

デ‘ルは3 この仮説に，僅かな修飾を加えたものである。この修飾は，理論的な

説明力を若干増加させはするが，この仮説に拠って求められた交易係数 trsiの

48年予測値は，かなり不合理な結果を含んでいる。

これらの欠点を補う出発点として，いま一つ触れておかなければならない前

例に，「岡山県交通整備影響調査報告書， 昭和44年」で使用されたそデ‘ルがあ

る（6）。

地域間交易係数 trSiは， s地域のz財需要額中に占める＇ r地域からの供給
額の比であるから， f地域の供給能力が大きいほど，交易係数t'8iの値は大き

くなり，他方 γ～s地域聞の経済距離が遠くなるほど3 小さくなると考えられ

る。したがって交易係数を説明する最も重要な変数として， r～5地域聞の経済

距離 zrsiと＇ r地域の財産出シェア－ X'i/X包が考えられる。 この場合，交易

係数を説明する関数として，次式が想定される。

(10) trs i = Jrs i (lγ8i, X'i/Xi) 

広義のグラヴィティー・モデルが，様々の仮説のもとで作られていることが雄

弁に物語っているように，少くとも先験的には，自変数としてこれ以外に多く

の変数を登場させることは可能である。しかしこれまでに，データの利用可能
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性を考慮しつつ，様々な仮説を設定して推定を試みた限りでは，われわれの目

的にとって満足のできる関数は見出されなかった。他の人達の研究結果につい

てみても，推定結果が計量経済学的基準をみだすものに限定するかぎり，この

事情は変らない。

次に，経済距離決定要因として， z財の γ～5間運賃 m円および， z財の

T～s間輸送時間wrsiを選び， mrsiおよび ω円の結合に関して種々の形を想定

したうえで＇ tγSiとの相関関係を推定，これを検討したところ，大部分の部門に

ついて次に示す関数が，最も良好な結果を示していることが明らかとなった。

帥 t'8= r/>rsi〔log(m「 .w円〕

このような経験的事実に基づき，二地域聞の経済距離を，運賃距離と時間距

離との積と定義しよう。

(l~ l＇九＝m叫 .wγSi 

別の機会（7）ならびに今次分析に当って再度， mγ8i• W円および X'i/X8iを

説明変数とする様々な関数型についてテストを試みた結果では，統計的な検定

基準が良好にみたされ，予測技術上も比較的困難の少い関数として，次のもの

が選び出された。

同 trsi＝αi＋んlog(mrsi・ wrsi)+ri(X'i/Xi)+ui 

ここにUiは撹乱項を示す確率変数である。使用データの説明は別に行なうこ

ととして，このモデ、ルのパラメター推定結果は，第1表の通りである。この場合

運賃データを除き，部門分割は更に細分化可能であるが，信頼に足る運賃デー

タの部門分割から受ける制約により，表示の通り 7分割に従う結果となってい

る。

注 （1) たとえば岡崎不二男 ・金子敬生〔4〕参照

(2) このモデノレの誘導過程についてはLMoses 〔3〕あるいは岡崎，金子〔4〕等

を参照のこと

(3) 鈴木啓佑〔5〕

(4) Isard, W 〔1〕

(5) レオンティエフ＝シュトラウト〔2〕

(6) この報告書は，観光に関する部分を除き，附崎が青山秀夫教授（京都大学名誉
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教授），笹田友一郎教授（同志社大学〉および山田浩之助教授（京都大学〉と

共に行なった研究の成果である。

(7）前掲「岡山県交通整備影響調査報告書」参照

第 1表 tTSiモデ／レ推定結果

’・ ’‘ αi /3i 7i 52 R2 

i長 林 7.K 0.883247 一0.138773 0.86 

鉱 産 物 0.756300 一0.101174 0.037225 0. 0074941 0.77 

機 械 0.605314 -0. 053037 0.064555 0.007104 0. 78 

金 属 0.616423 一0.067056 0.052838 0.011949 0.73 

繊 *It 0.538479 -0.061114 0.033402 0.008812 0.72 

化 ρ寸uー' 0.693127 一0076387 0田寸 0.005703 0. 70 

そ の 他 0.663806 -0. 051681 o. 01351 I 0.009427 0. 74 

3. 外部経済効果の計測

3-1 運賃距離および時間距離データの作成

この分析に採用される地域区分は，全国をカバーする地域間産業連関表とし

ては唯一の，「昭和40年地域間産業連関表 (10部門〉」（通産省〉の地域区分に

従っている。地域間距離は，各地域の重心相互間について計測され，重心の定

め方については3 地域ごとの地理的重心を予め定め，これを人口ウ ェイト，所

得ウェイト，あるいは所得 ・人口複合ウェイトによって修正する方法などがあ

る。この分析では，まず，各県中心点を県庁所在地と見なし，次に各県中心点

相互間直線距離に，昭和：40年各県県民所得による加重平均を加え，それに対

応する点、を各地域の重心と見なしている。この方法による場合，北海道の重心

は，札幌近郊の山中にプロットされ，陸上輸送キ戸数計算にあたって，著しく

不合理なパイアスを発生させるので，「運輸省運輸部門を中心とした地域間産

業連関表の作成と解析一一ー昭和43年一一一」に倣い，重心を札幌と定めた。鉄

道輸送距離デー タは，各地域の中心点に対して直近の，貨物取扱い駅を基点
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に，最も代表的な各地域基点間距離を，鉄道キロ程表から求めて作成されてい

る。一方鉄道運賃とは，基点相互間の車扱貨物運賃を指し，車扱貨物運賃率表

に基づいて計算されている。この場合，各部門生産物に含まれる主要品目の等

訟は，運輸省「品目別機関別地域相互間物資輸送量調査一一昭和35年一一」に

示された国鉄輸送量による加重平均値として計算したものが利用可能であった

ので，これを使用した（運輸省「運輸部門を中心とした地域間産業連関表作成

と解析」〉。

海上輸送（内航のみ）のための海上運賃の計算に先立って，地域間海上輸送

距離を狽ljる基点が，各地域ごとに定められなければならない。各地域の基点と

して，運輸省前掲「分析」に従い，各地域の起点港として，次のものを指定し

た。ただし北陸については，この分析を行なうにあたって，特に指定したもの

である。

北海道 室開， 東北 塩釜， 関東 横浜， 東海 名古屋，

北陸 富山， 近畿 大阪， 中国 徳山，四国 松山，

九州 洞海

各地域の起点港が指定されても，海上運賃は，使用船舶の種類によって異な

る。この問題は，運輸省「分析」の指定方式をそのまま踏襲することによっ

て，代表的船種による運賃を統一的に使用する方法で解決することにした。

ところで，各地域相互間の物資輸送にあたっては，経済合理主義に従って，

海陸別ルートの選択が行なわれているはずである。しかし，「名古屋港がなし、」

と仮定した場合，ルート変更を要する貨物の，海陸別振り分けを個別的に行

なうことは，情報不足のため，当面は不可能である。したがってこの分析で

も， しばしば見られるように，品目別輸送機関別地域間貨物輸送量の実績に基

づいて，陸上運賃と海上運賃との加重平均を求め3 これを混合運賃とした。実

績に関するデータは，運輸省「品目別輸送機関別地域相互間貨物輸送量調査，

昭和35年」より求めた。品目別混合運賃の計算結果は，第2表～第6表に示さ

れてL、る。
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第2表 平均混合運賃決林水 （円／t)

1 2 3 ¥ 4 ¥ s ¥ 6 ¥ 7 8 9 

1 344 2,706 7,557 12,507 

2 1, 398 4,809 4,85 4, 152 3,662 5,620 8,304 

3 326 1,180 3,59 4,531 7,375 10,030 

4 592 2,14 2,702 5,167 7,868 

5 252 914 2,331 5,944 13,030 

6 2,578 5,130 6,986 

7 736 2,668 3,632 

8 496 l, 798 

9 481 

第 3表 平均混合運賃繊維 （円／ t) 

1 2 5 6 7 8 9 

1 406 1,483 2,515 3,001 8,057 9,684 

2 412 1,504 2,964 5,23 5,09 6,166 9,806 

3 473 3,57 5,74 

4 42 l, 541 2,85 4,06 

5 300 4,534 5,143 

6 797 

7 723 3,065 

8 2,189 

9 470 
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第4表 平均混合運賃機減 （円／ t)

1 2 「i下 4 I s 8 9 

1 651 1,577 5, 9301 6,481 

2 454 2,144 2,978 5,04 4, 2,632 

3 539 2, 147 4,46 4, 4,234 

4 592 1,414 3,97 3, 3,860 

5 l, 473 3,46 3, 3,815 

6 1,024 2,44 4, 6,770 

7 73 l, 3,383 

8 2,211 

9 692 

第 5表 平均混合運賃 化学 （円／ t) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 

1 576 6, 723 

2 44 3,922 3,246 3,92 5,352 6,492 

3 7,767 1,695 3,075 3,22 6,520 

4 463 1,006 l,932 2,62 3, 5,050 

5 597 3,03 4, 6,451 

6 935 2,03 3, 6,770 

7 792 l, 2,456 

8 681 1,480 

9 605 

最後に3 輸送時間データについて摘記しておこう。貨物輸送所要時聞は，各

地域ごとに指定した基点相互間の，国鉄普通貨物列車所要時聞を標準データと

して使用している。交易係数予測モデ、ルの推定に当っては，時間データについ
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第6表 平均混合運賃その他 （円／ t) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 

1 284 2,200 3,563 4,706 6,257 6,407 7,088 

2 376 l, 503 2,660 4,058 4, 5,217 6,839 

3 509 2,036 5, 6,617 8,225 9,854 

4 419 1,67 3, 4,930 6,272 7,597 

5 54 3,706 7,500 

6 786 3,146 6,449 8,746 

7 691 2,762 4,044 

8 2,774 

9 728 

ても混合時聞を作成，これを使用することが一つの方法としてあり うるが，陸

上・海上ふり分けの問題は，混合運賃の使用によって解決ずみと考えられるの

で，時間データとしては，地域相互間鉄道輸送時聞を使用する方法をとった。

時間データ作成結果は第7表～第11表の通りである。

（時間／ t) 

1 2 I 3 I 4 I s I 6 I 1 8 I 9 

1 7.93 60.83 111. 85 163.92 232.63 241. 60 290.72 

2 7.52 58.35 llO. 44 141. 56' 170. 32 178.55 187.85 237.07 

3 6.91 53.31 83.00 114.16 128.60 lf,8. 22 214. 87 

4 5.63 45.81 72.27 98. 73 103.83 161. 83 

5 6.13 49.83 82.25 104. 12 162.83 

6 5.79 28.44 54.35 118. 67 

7 6.41 35.88 58.72 

8 6.38 49.83 

9 6.54 
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第8表 平均時間繊維 （時間／ t) 

1 2 ¥ 3 ¥ 4 ¥ s ¥ 6 I 7 s I 9 

1 2.13 40.20 98.47 71. 55 115.46 138.43 183.06 

2 1. 26 23.69 40.62 87.21 53.15 64.37 97.29 145.22 

3 0. 71 13.40 64.38 25.41 49.07 78.10 l18.10 

4 0.42 7.87 17.12 27.74 55.76 94.55 

5 5.96 11.25 37.46 68.97 115. 97 

・6 0.83 15.80 40.64 85.07 

7 1. 38 32. 01 49.79 

8 2.10 39.64 

9 1. 85 

第9表 平均時問機械・金属 （時間／ t) 

1 2 I 3 I 4 I 5 I 6 7 8 I 9 

1 7.93 60.83 lll. 85 163.92 199.18 245. 411 232. 63 241. 60 290.72 

2 7.52 58.35 110. L!4 141. 56 187.85 237.07 

3 6.91 53.31 83.00 114. 16 128. 60 158.22 214.87 

4 5.63 45.81 78.27 98.73 103.83 161. 83 

.5 6.13 85.25 104.12 162.83 

6 5. 79 28.44 54.35 ll8. 67 

7 6.41 35.88 58. 72 

8 6.38 49.83 

9 6.54 
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1 2 

第10表 平均時間化学

3 I 4 I 5 I 6 
（時間／ t) 

7 8 I 9 

1 3.63 48.41 98.89 114. 22 134.22 160.89 185.65 215.65 282.31 

2 2.38 31. 75 84.97 102.79 122.79 151. 75 190.24 260.12 

3 1.15 15.33 44.55 62.85 90.33 128.22 198.8~ 

4 2.21 29.49 55.03 82.93 120.45 185. 22' 

5 2.06 27.64 73.57 112. 65 190.51 

6 2.59 34.53 67.75 135.45 

7 2.81 37.38 70.76 

8 3.70 49.39 

9 2.57 

1 2 

第11表 平均時間その他

3 I 4 I 5 I 6 
（時間／t)

7 8 I 9 

1 4.45 17.94 33.26 44.25 53.35 57.51 66.92 76.34 95. 

2 4.09 16.38 24.53 33.50 45.51 47.82 57.81 75. 

3 2.83 11. 33 21. 30 35.27 33.56 44.68 62. 

4 2.48 9.94 24.85 28.02 39.27 56. 

5 3.95 15.84 19.77 31. 90 49. 

6 2.28 9.12 20.35 30. 

7 2.96 10.78 43. 

8 4.37 28. 

9 5. 
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3-2 名古屋港のマクロ的外部経済効果の計測結果

「もし名古屋港がないならば」の仮定をおくことは，名古屋港背後地として

の東海地方と他地域との物資流動が，すべて陸上輸送にシフトされることを意

味する。このことは，東海地方と他地域との聞の移動コストが，混合運賃では

なく，すべて陸上運賃によって計算されなければならないことを意味する。し

たがって，東海地万を除く他地域相互間の運賃については，既に掲げた混合運

賃を，東海地方と各地域との聞の運賃については陸上運賃を使用して，予め推

定された地域間交易係数予測モデルによって t78i，したがって Tネを求める こ

とによって，「名古屋港がなし、」と想定した場合の，東海地方の立地に関する

比較優位が求められることになる。単一のメジャーによって名古屋港の外部経

済効果を表わすには，次の計算を行なえばよい。
＂＇ミ＂＇ミ

_I〔1-TキA＊〕－1y本f
(14) 1 =l 0.6271=0.3729 

IA 

この結果は，名古屋港の存在が，総産出額で測った東海地方の経済規模の約

37%に近い，マクロ的な意味での外部経済効果を与えていることを示してい

る。計算のフレーム・ワークから明らかなように，このような外部経済効果

は，一回限りの大きさであって，反覆的，累積的な部分は，ほとんど含まれて

いない。
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